
 

 

 

第四章  

ベーム＝バヴェルクと資本理論 
 

 

4.1. 序文 
 

カール・メンガーの後、オーストリア学派に大きな理論的進歩をもたらしたのは、彼の最

も優秀な弟子であった、オイゲン・フォン・ベーム=バヴェルク（1851-1951）である。イ

ンスブルックに続いてウィーンで政治経済学の教師を務めていたベーム=バヴェルクは、オ

ーストリア＝ハンガリー帝国政府の大臣職に度々就任するようになった。彼はメンガーが

残した主観的理論の完成と普及に貢献しただけでなく、それを資本及び、利子に関する理

論に応用して大いに発展させた。究極の著書、「資本と利子（1884-1902）」は、その題名

にも関わらず、完全な経済論文でありながら、価格に対する主観的、動態的理論を囲むよ

うに、資本に対するオーストリア思想の核心が描かれている。幸い、この論文の主な部分

は既にスペイン語に訳されており（ベーム=バヴェルク; 1986, 1998）、国内の学生たちは

皆、昔から経済学課程に不足していた、市場プロセスを理解するための鍵となる資本理論

分析のギャップを埋めることができるようになった。 

 

資本論を著したベーム=バヴェルクはさらに、利子の誕生に関する既存の理論を全て痛烈に

批判した。その中でも搾取理論及び、利子の発端は資本の限界生産性にあると唱えるマル

クス主義理論に対する批判論は特に的を射たもので、ベーム=バヴェルクは時間選好の主観

的現実に基づき、利子の誕生に関して新たな理論を発表する。それは、既に示したように、

トマス派のレシーヌの研究を源流とし、16世紀末、マルティン・デ・アスピルクエタによ

って蘇った思想である。しかしながら、ベーム=バヴェルクの理論における利子の解説は完

璧ではなく、最後には、著書の第一巻であれほど見事に批判した限界生産性資本論の網に

所々嵌っているものの、資本論及び利子論の本質的礎を築いた彼の研究に対しては、私た

ちは感謝すべきであり、その不完全な部分は後に、フランク・A・フェター（フェター、1977）

やルードヴィヒ・フォン・ミーゼス(ミーゼス、1995：573-693)によって補い、磨かれ、完

成されていった。ベーム=バヴェルクが初めて取組み、後に、その後継者たちが完成させた

資本理論の基本的原理について続いて明らかにしてみよう。 

 

 

4.2. 人間行為の主観的多段階形成論 
 

 初めに、人間行為とは、あらゆる意図的な行動であると定義できよう（ミーゼス、1995：

15）。既に述べたように、人間は行動するとき、自分にとって重要な特定の目的を達成し
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ようとするために適切だと考える一連の手段を用いる。価値と効用は心理的評価による概

念であり、これらは行為者によって目的と手段に反映される。ここで定義する手段は希少

であり、もし行為者が得ようとする目的においてその手段が希少だと思わなければ、行動

に際して、それを考慮しないだろう。目的及び手段は「与えられた」ものではなく、その

逆で、人間の企業的活動の本質的結果であり、第二章でも学んだように、行為者は、人生

の様々な状況において必要なことを想像したり、または単に気付いたりすることでそれぞ

れの目的及び手段を成立させる。自分にとって有益だと考える目的を見出した行為者は、

それに到達するために準備できると思う手段を考え、計画の中に一つ一つほとんど常に暗

黙的に取り入れ、意思による行為の結果である行動を開始する。 

 

 計画とは、従って、行為に関する様々な段階、要素、状況に対する行為者が描く心理的

な将来の表象である。また、人間行為は必ず時間の中で展開されるが、それは決定論やニ

ュートン学説的な意味ではなく、言い換えると、単に物理的、または類推的なものでもな

く、行為者の主観的概念、つまり、行為の過程の中で行為者が主観的に感じ、体験する時

間そのものを意味する（オドリスコル＆リッツォ、1996：52-70)。従って、時間とは、人

間行為の概念から不可分の経済学の中のカテゴリーなのである。時間の経過がなく、時間

を通すことなく実行される行為は考えられない。よって、行為を進めながら、行為プロセ

スの様々な段階が完遂していくにつれ、行為者は時間の流れを感じる。目的を得たり、不

快を解消したりしようとする人間行為には、連続した一連の段階での実行及び完遂が要求

される意味において、時間の経過は不可避である。故に、求める目的の追求から行為者を

引き離しているものは、行為プロセスが段階的に形成していると理解できる一定の時間な

のである。 

 

 行為者の将来的、主観的視点から、行為の期間が長くなるほど（言い換えれば、それを

構成する段階の数や複雑さ）、得ようとするその結果、いわゆる行為目的は、行為者にと

って、より価値が増す傾向がある。人間行為プロセスはその経過期間が長くなるほど、そ

の得られる目的の価値は上がるという、この経済法則の論理は容易に理解できるだろう。

実際、もし、そうでなかったら、つまり、長い時間を必要とする行為の結果がより評価さ

れないとしたら、行為者はそのような行為をあえて選ばず、もっと短期間の行為を展開さ

せようとするだろう。得ようとする目的から行為者を引き離しているものは一定の時間の

長さであり（行為プロセスの一連の段階と捉える）、よって、人間は同じ条件においては、

必ず目的をより早く得ようとするのは当然であり、時間を掛けるのは、それによって、よ

り価値の大きい目的が得られるだろうと主観的に考えた場合のみとなる。 

 

 ほぼ無意識のうちに前段落では、ceteris paribus 、他の条件が同じなら、行為者は目

的をより早く得ることを望むという「時間選好」の論理カテゴリーに一歩踏み入れたよう

である。要するに、行為者の主観的視点から全く同じ評価の二つの目的に対しては、行為

者は必ず時間上で近い方の目的を選択するという法則である。より簡略的に表現すれば、

同じ条件においては、「将来財」に対して「現在財」が選ばれるということである。この

時間選好の法則は、行為者は皆行為プロセスにおいてその目的により早く到達しようとす

る本質的原則の表現に他ならない。従って、時間選好は心理学か生理学のカテゴリーでは

なく、それぞれの人間の頭脳に潜在するあらゆる行為の論理的構造が要求するものなので

ある。故に、前述した、行為者によって進められる長期間の行為は、それによって、より
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価値の高い目的を得ようとする傾向の法則、及び前述の、同じ条件下では、必ず時間的に

近い財を選ぶという時間選好の法則によるものであり、両法則は同じ事実の異なる表現に

過ぎない。 

 

 

4.3. 資本と資本財 
 

 行為者の主観的概念から見た各行為プロセスの様々な中間段階を「資本財」と呼ぶ。つ

まり、資本の財とは、行為者によって進められた生産プロセス全てが、主観的観点から、

反映され、形成された、それぞれの中間段階を指す。従って、資本財は常に、目的を得る

ために必要な諸段階に関して、行為者の追及する目的及びその主観的視点は行為者が定義

した本質的要素だという目的論的理解において捉えるべきである（カーズナー、1996：

13-122）。 

 

 よって、資本財は、カール・メンガーが唱える「高次経済財」、言い換えれば、特定の

行為プロセスの各中間段階に具象化される生産要素なのである。さらに、資本財は次の三

つの基本的要素の蓄積物として現れる：天然資源、労働、時間。これら全ては、人間によ

って創造され、進められる行為プロセスの経過の中で混合する。 

 

 資本財を生むための必須条件、sine qua nonは貯蓄、すなわち、即時消費の放棄である。

実際、時間がどんどん経過する行為プロセスの中間段階に行為者が到達できるのは唯一、

あらかじめ、最も短期的な行為結果を放棄した場合だけであり、つまり、人間の欲求を早

く満たすという、すなわち時間的に即座の目的追及（消費）が手放されたときだけである。

この重要な点を明確にするため、まず、ベーム=バヴェルクが示す、行為者一個人が単独で

行う資本財の貯蓄プロセス、及び投資について、ロビンソン・クルーソの孤島生活の例え

（ベーム=バヴェルク、1998：198-221）から考察してみようと思う。 

 

 ロビンソン・クルーソは無人島に辿り着いたばかりで、唯一生き延びる手段として、桑

の実を素手で直接灌木から取っていると想定しよう。毎日、生存のために必要な、あるい

は多少それ以上の量の桑の実の採取に一生懸命取り組んでいる。数週間後、ふとロビンソ

ン・クルーソはある妙案を考え出した。それは、数メートルの長い棒を手に入れ、もっと

高く手の届かない灌木を強く叩くことができれば、今までより早く必要量の桑の実を集め

ることができるだろうというわけである。ただし、唯一の問題は、棒として使えそうな木

を探し、見つけた後、余分な枝葉などを落として、適切な形に整えなければならず、その

ためには五日間の作業が必要と考えられる。そしてその間、桑の実の採取を中断しなけれ

ばならない。よって、棒を準備するには、その生産プロセスにかかる五日間、生存できる

だけの十分な桑の実の量が貯まるまで、ある程度桑の実を残しながら何日間かその消費を

減らさなければならない。そう考えた挙句ロビンソン・クルーソは計画の実行を決断する。

そのためには、まず、毎日採取する桑の実の消費量を減らし、その一部を貯蓄することか

ら始めなければならない。これは彼にとっては避けられない犠牲といえるが、これにより、

目標を成し遂げることができるので、その犠牲は十分償えるものと彼は判断したのである。
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こうして、彼はまず十日間桑の実の消費を減らす（つまり、貯蓄する）ことを決意し、棒

の制作期間過ごすために十分と思われる量に達するまで桑の実の一部を貯め続けた。 

 

 資本財へのあらゆる投資プロセスには、いかに事前の貯蓄、つまり、通常以下の水準に

消費を縮小することが要求されるのか、ベーム=バヴェルクはこの例え話を通して説明して

いる。ビンソン・クルーソが十分な桑の実を確保できた時点から、五日間、棒にできるよ

うな木を見つけ出し、切り取り、形を整える作業に従事する。では、その棒の作成に取り

組む五日間どのように食いつなぐのであろうか、その間日々の桑の実採取を中断しなけれ

ばならないのである。それは単に、前もって数週間桑の実を採取し、時々空腹に耐えなが

らもその一部を貯め続けた備蓄によって補うのである。このように、計算が正しければ、

ロビンソン・クルーソは五日後、棒（資本財）を手にしており、それは正に、彼がそれま

で日々従事していた桑の実の即時生産プロセスから時間的に遠く離れた（五日間の貯蓄）

中間段階なのである。 

 

 ロビンソン・クルーソは予測した将来行動に対して現在行動をできる限り最適な形で調

整しなければならなかったことを理解する必要がある。それは具体的に、彼が行った貯蓄

に関して、最悪の場合、資本財の生産プロセスの途中で、掲げた目的に到達することなく、

桑の実がなくなってしまうような(つまり、貯めた分を全て食べ尽くす)あまりにも長期過

ぎる行為プロセスは避けなければならない。同様に、目的に対して必要以上の貯蓄をしな

いように努めなければならない。それは、即時消費を必要以上に犠牲にするからである。

ロビンソン・クルーソに現在行動と将来行動を最適に配分させることができるものは、正

に時間選好の主観的評価なのである。彼の時間選好が絶対的でなければ、棒の生産が可能

になるという期待とともに数週間現在財の一部を犠牲にする。また、彼の時間選好が無駄

なものでなければ、資本財を得るために、それほど多くの日数を必要としない犠牲と貯蓄

をもって限られた期間内だけ努力すればいいことになる。いずれにせよ、実際に貯蓄した

資源（桑の実の貯蔵）こそが、ロビンソン・クルーソを桑の実採取の仕事から解放させな

がら資本財の生産作業に専念させ、その期間の生存を可能にさせるという事実を理解する

ことが重要である。そして、徐々に、ロビンソン・クルーソが自身の労働と天然資源を混

ぜ合わせながら、また、彼が当初から貯蓄し続けた消費財でその間生存するという長期間

の企業的プロセスを通して、資本財（桑の実の貯蔵）は他の物（棒）に替わる。 

 

 現代経済では、そこに存在する種々多様な経済主体が同時に様々な役割を果たし、資本

家と呼ばれ経済主体の役割は貯蓄、言い換えれば、創造や生産するものの消費を減らし、

自らも介入する生産プロセスが続く間、生活に必要な消費財を労働者に対して充てること

である（ロビンソン・クルーソが資本家のように振る舞い、棒の制作を続ける間生き延び

られるための十分な桑の実の貯蓄をしたことと同様に）。従って、資本家が貯蓄すること

で資源（消費財）が解放され、それによって、最終消費から最も遠い段階、つまり資本財

の生産段階で従事する労働者の生活が維持されることになる。 

 

 ロビンソン・クルーソの例に比べ、現代経済の生産プロセスの構造は非常に複雑で、時

間的視点から見れば、途方もなく長いものである。それはいくつもの段階で構成され、そ

れぞれの段階は互いに関連し、さらに、人間によって絶えず進められる数々の行動計画に

おいて生まれる副次的プロセスに細かく分割されている。 
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 一例を挙げるならば、自動車の生産プロセスは、長期間（数年ともいえる）を必要とす

る何百、いや何千もの生産段階で構成されており、例えば、車両のデザイン考案（最終消

費から遠く離れた段階）から、必要な材料の発注、生産ラインの組み立て、エンジンのパ

ーツその他様々な部品の発注等々、そして、販売店に配送され、展示、広告の企画のよう

な消費により近い段階へと続く（スカウソン、1990）。 

 

 従って、棒を手に入れた、「裕福な」ロビンソン・クルーソとそれを持たない、「貧し

い」ロビンソン・クルーソの違いは、前者は貯蓄したおかげで資本財を確保したことが明

らかに後者との大きな差になっている。同様に、裕福な社会と貧しい社会の本質的な違い

は、前者がより一生懸命働いたというわけではなく、あるいは、科学技術的に深い知識を

有していたからでもなく、裕福な社会は、その市民の貯蓄のおかげで多くの資本財を獲得

し、それを機械、道具、コンピュータ、建造物、半加工品などを通して経営的に適切に投

資したことがその差なのである。また、現代経済の実質生産構造が複雑に入り混じる資本

財は恒久的なものではなく、生産プロセス中に物理的に消費されるか、古くなるかという

観点において、それは一時的なものなのである。従って、経済主体が資本財のストックを

崩さないようにするには、資本財の減価、いわゆる消耗に対処しなければならず、さらに

段階を増やしプロセスを伸ばし生産性を上げようと考えるなら、資本財減価として会計表

記される、減価償却に対応できる最低限以上の貯蓄を行う必要がある。 

 

 さらに、一般的な原則として、これはオーストリア経済周期論において意識すべき重要

な部分であり、概して、資本財は転換が難しく、さらに、最終消費段階に近づけば近づく

ほどその転換は難しいと言える。よって、状況が変化し、行為者が計画を変えるか、また

はそれまでの失敗に気が付いた場合、その時点まで作成された資本財は全く役に立たなく

なるか、あるいは、高い代償の転換が行われた後だけ使用可能になるかもしれない。 

 

 そろそろ、経済学的視点から「資本財」という異なる意味での資本の概念を導入する番

である。実際、我々は資本の概念を資本財の市場価格、いわゆる、自由市場において資本

財を売買する個人行為者による評価額と定義する。よって、資本とは単に抽象的概念また

は経済的算出の道具に過ぎない。つまり、事業家たちが考える資本財の市場価格の予想ま

たは、主観的判断であり、それによって、売買が頻繁に行われ、その取引ごとに営業利益

が追求される。もし、市場価格及び生産プロセスの中間期を構成する資本財の主観的評価

価格によらなければ、資本財をもって産出させようとする財の最終価格が果たして、生産

プロセスに掛かる費用を補償できる価格であるかどうか、現代社会では査定または計算す

ることは不可能であり、また、様々な行為プロセスで注がれる人間の努力が連携した形で

配分されることもないだろう。 

 

 従って、自由市場も市場価格も存在しない社会主義経済においては、資本財があること

が必ずしも資本が存在することを意味しない。自由市場の無い、経済が国家に強制的に干

渉されることを基本とする社会主義経済では、資本財に対する企業家の活動が多かれ少な

かれ阻害され、体系的な異時点間の歪みを生んでしまう。この事実こそが正に、後に触れ

るように、オーストリア経済学派が唱える社会主義経済計算の不可能性の定理の本質なの

である。企業的機能の行使の自由がなく、資本財や貨幣に対する自由な市場さえもなけれ
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ば、生産プロセスの様々な段階での水平的及び垂直的広がりについての重要な経済的計算

を行うことは不可能であり、そのような状況下では人々は乱雑に行動し始め、社会は均衡

を失い、調和した経済発展は妨げられる。異時点間協調の企業的プロセスにおいて中心的

役割を担う、重要な市場価格は、将来財に対する現在財の価格を明確にするばかりでなく、

現代社会での消費-貯蓄-投資の関係を構築する、世間一般で呼ばれる利子率または金利と

いうものを決定する。この点については次の項で詳しく見てみよう。 

 

 

4.4. 利子率または金利 
 

 繰り返し述べるように、人間は、自らの評価基準において、同じ状況下では、将来財よ

りも現在財を高く評価する。しかしながら、その主観的評価の心理的度合は各個人によっ

て大きく異なり、また、同じ人間であっても人生の個別の状況によって大きく変化する。

将来罪に対する現在財の主観的評価である、各行為者、人間の評価基準で定まるこの心理

的度合の違いは、それぞれが多様な時間選好を持った経済主体が存在する市場を作り、一

人一人異なる時間選好を持った経済主体が互いに利益を交換するよう様々な機会を生み出

している。 

 

 このように低い時間選好を持つ人たちは、多少高い価値が付属する将来財を得るために

現在財を手放してもよいと考え、高い時間選好を持つ人たち、いわゆる将来財より現在財

をもっと高く評価する人たちに自分たちの現在財を渡し、交換を行う。この企業的機能の

洞察力と熱意が、社会において、将来財に対する現在財の市場価格を決定させるようにな

っていく。このため、オーストリア経済学の視点から、金利、すなわち利子率は、将来財

に対する現在財の市場価格といえる。 

 

 従って、金利とは、市場で決まる価格であり、その市場には現在財の供給者、売り手、

すなわち貯蓄者、つまり、将来財という価値のより高い財を得る代わりに即時消費を放棄

してもよいと考える者たちがいる。そして、現在財の買い手、いわゆる需要者は財及びサ

ービスを即時に消費する者たち（労働者であったり、自然資源や資本財または財の組み合

わせの所有者などであったり）がいる。要するに、ここで金利と称した価格が生まれる、

現在財と将来財の取引場は社会全ての生産構造によって成立しており、そこで貯蓄者また

は資本家は即時消費を放棄し、現在財を本源的生産要素の所有者（労働者や天然資源の所

有者）、および資本財所有者に引き渡す。その代償として、将来、その生産が完了した時、

より高い価値を持つだろう消費財の所有者となる。純経営的利益（または損失）のプラス

効果（またはマイナス効果）を除けば、その価値の差は正しく金利に等しくなる。 

 

 決められた金利を支払えば融資が得られる信用市場と呼ばれる市場は、現在財と将来財

の交換が行われる市場全体のほんの一部に過ぎないため、比較的それほど重要ではなく、

前述したように、本源的生産要素および資本財の所有者が現在財の需要者となり、貯蓄者

はその供給者となる社会の全ての生産構造によって市場全体は形成されているという事実

をオーストリア学派が強調している点に注目すべきである。従って、短期、中期、長期貸

付市場は、それより遥かに大きい市場の極一部分でしかなく、現在財と将来財の交換が行
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われる、その大きな市場の中に依存した立場にある。但し、大衆の視点からは貸付市場が

最も見えやすく、わかりやすい。 

 

 外界においては、直接目にすることができる重要な値は、粗利子率、いわゆる市場金利

（信用市場金利と一致する）、そして、生産活動の会計総利益と呼ばれるものだけである。

前者は、既に説明したような金利（或る時は本源的利子率または自然利子率とも称される）

と、インフレーションまたはデフレーションのプライムを多少想定した運用上のリスクプ

レミアム、つまり、現在財と将来財の取引を行い、換算する際の予想される貨幣単位の購

買力の減少または増加によって成り立つものである。 

 

 後者の、同じく直接目にできる純会計利益は、生産プロセス各段階の特定の生産活動に

おいて得られ、前段落で示したように、多かれ少なかれ経営純利益、純損失であり、粗利

子率、いわゆる市場金利に等しくなる傾向を持つ。全ての市場で企業同士の競争によって、

経営的損益が消滅する傾向があることから、各時期のそれぞれの生産活動会計利益が市場

粗利子率と同等になっていく傾向がある。故に、もし会計利益が、事業活動期間中に資本

家によって投資された資源に適応する市場粗利子率の暗黙的要素を越える値に達しない場

合、企業は、実際には経営損失を出したにもかかわらず、会計利益を表記させることも可

能である。 

 

 現代経済では、現在財と将来財の交換が行われ、ある物が他の物に応じ市場価格として

利子率が確定する市場で、現在と将来の行動の協調は、企業的機能があってこそ可能とな

る。これは事業主にとって、現在財の利用可能性が大きくなり、その分、生産プロセスを

さらに長期に、工程をより細分化でき、生産能力の向上につながることを意味する。逆に、

貯蓄が少ないほど、つまり、他の条件が同じならば、経済主体が現在財の即時消費を好ま

ないほど、市場金利は高くなるということである。このことから、市場金利が高ければ、

相対的に貯蓄が少ないことを示しているため、このような場合、生産プロセスの工程を無

闇に長期化したり、健全で調和の取れた社会の安定的発展を危険に晒す不均衡を発生させ

たりしないよう、事業家たちが注意しなければならない重要な兆候なのである。要するに、

金利は事業家に対して、新たな生産または事業計画は、いつ行え、いつ行うべきか、ある

いはいつ行うべきではないのかを示唆してくれている。そしてさらに、貯蓄者、消費者、

投資家の行動を人間的可能性の枠内において連携させ、様々な生産段階が短すぎたり、必

要以上に長くなったりすることを防いでいる。 

 

 時間選好の市場価格、すなわち社会的金利といえる利子率は、全ての現代経済における

消費者、貯蓄者、生産者の行動を調和させる上で要の役割を担っている。後にミーゼスや

ハイエクが発展させる経済危機に関するオーストリア派理論は正に、経済主体の行動の調

和が崩し、社会の生産構造を大きく歪め、苦しい再調整が避けられなくなり、景気後退へ

と突入させてしまう、これら利子率の貨幣的操作が 

持つ効果を理論的に分析することを基本としている。 
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4.5. ベーム＝バヴェルク対マーシャル 
 

 既に解説した、方法論、いわゆる Methodenstreitに関する論争の過程で結ばれたオース

トリア学派と新古典学派の一時的同盟にもおいても、19世紀末から 20世紀初頭にかけて

ベーム＝バヴェルクが中心となった付属的な興味深い一連の論争が平行して展開している。

その最初の論争はベーム＝バヴェルク対マーシャルである。具体的には、供給と需要の変

化に応じた価格の決定を説明する際少なくとも供給の側にリカードの古い客観主義を復活

させ、メンガーによって進められたアングロサクソン社会における主観主義改革の完全な

受け入れを妨害したとして、ベーム＝バヴェルクはマーシャルを非難している。実際、当

時マーシャルは、市場で価格（均衡）を定める鋏の両刃（供給と需要）の有名な比喩的表

現を用いている。従って、マーシャルは、需要は基本的に効用の主観的概念によって決ま

るものと捉え、供給の側は何よりも生産の歴史的なコスト（つまり、「既に与えられた」

既知の）に対する「客観的」概念によって決まるものと主張する。 

 

 コストも同じく主観的価値であり（つまり、行為の際に手放す目的に対する主観的評価）、

貨幣的コストは生産要素の市場価格に他ならず、それも最終的には同じく、それら生産要

素によって生産できる全ての代替消費財の効用に対する評価によって決まることから、マ

ーシャルの有名な鋏の理論は片刃だけでなく、両刃共に効用の主観的概念を基にしている

とベーム＝バヴェルクは激しく反論している（ベーム＝バヴェルク、1959：vol.III,95-115、

1962a：303-370）。 

 

 

4.6. ベーム＝バヴェルク対マルクス 
 

 ベーム＝バヴェルクの「資本と利子」第一巻に含まれたバヴェルクのマルクス理論の搾

取、いわゆる余剰価値に対する痛烈な批判も重要である（ベーム＝バヴェルク、1987：

101-201）。 

 

 バヴェルクはマルクス派に対し、全ての経済財は労働要素の産物とは必ずしもいえない

事実を訴えている。初めに、人間の目的に対して少なく有用な自然財が一方では存在し、

これは、いかなる労働も加わることなく経済財として成立すること。そして他方では、全

く同じ量の労働が加わった二つの財でありながら、それら生産にかかった期間が異なるこ

とで市場で全く違う価値を持つ財もあると反論している。 

 

 次に、財の価値は主観的なものであり、既に解説したように、価値とは特定の目的に到

達するために人間が行動し、その手段に反映させる重要性の評価に他ならない。従って、

大量の労働が加わる財は、行為者があらゆる目的に対し効用が乏しいことに気付けば、市

場で非常に価値が低いか、あるいは全く価値をもたなくなると言う。 

 

 第三に、価値-労働の理論家たちは深い矛盾と循環論法に陥っている。もしも労働が経済

財の価値を決定すると考えるなら、それを再び生産する労働者の生産能力の維持に必要な
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経済財の価値によって労働の価値が決まることになるため、結局、理論が循環し、価値は

どちらが決定するのか答えは決して得られることはないことを示している。 

 

 最後第四に、搾取理論の擁護者たちは時間選好の法則を全く知らず、よって、同じ条件

下では現在財は必ず将来財より価値が高いという常識を明らかに意識していないとベーム

＝バヴェルクは批判している。この過ちの結果、完成までに多少長い期間かかる財の全価

値を労働者が生産中に現金で受け取るということなら、実際に生産されるものより多い支

払いが労働者に渡ることになる。よって、完成するまで生産プロセスの間労働者はその完

全な所有権の取得を待ち続ける（組合のような形）か、または、雇用契約によって働き、

減額された値、いわゆる生産品の最終価値に対する利子率を差し引いた金額を前払いで受

け取るかの二通りの選択しか考えられない。ベーム＝バヴェルクは、マルクスが資本論第

一巻から展開し始めた搾取論の過ちと矛盾を解決しようとした時に第三巻で陥った論理矛

盾について最後に論文を付け加えた（ベーム＝バヴェルク、1962b:201-302;2000）。 

 

 

4.7. ベーム＝バヴェルク対ジョン・ベイツ・クラークと資本の神話的概念 
 

 一般的に、新古典派は、オーストリア学派が特有に考慮した、一時の生産段階構造にお

ける時間及び空間という状態を全く意識することなく、様々な生産要素が均質かつ水平に

消費財・サービスを産出する生産システムを前提とした主観思想革命前の教義を継承し続

けていた。この静態的枠組みはジョン・ベイツ・クラーク（1847-1938）によって極論にま

で達し、ニューヨーク、コロンビア大学経済学部の教授であった彼の資本及び利子理論分

野の激しい反主観主義姿勢は今日なお、新古典-マネタリスト思想の根幹を支える基盤とな

り定着している。 

 

 実際、クラークは、生産と消費は同時的であり、生産プロセス段階やその生産プロセス

結果を得るための時間経過など全く存在しないものと考える。クラークにとって資本とは、

利子という形で利益を「自動的に」生み出す、永遠に続く、いわゆる恒久資金なのである。

クラークによると、資本を構成するその社会資本が大きいほど利子が低く、利子は時間選

好の現象に影響されることは全くない（クラーク、1893：302-315；1895：257-278；1907）。

さらに、ハイエクに関する章でも触れるように、クラークのこの概念は、ナイト、スティ

グラー、フリードマン、その他シカゴ派学者たちによって追従されている。 

 

 クラークの生産プロセスに対する概念は、資本理論分野へワルラスの一般均衡の概念を

置き換えたものに他ならないということは容易に理解できる。言うまでもなく、ワルラス

は、様々な財やサービスの市場価格の形成を説明するに当たり、一種の連立方程式のシス

テムを通して一般均衡経済モデルを提唱した。オーストリア学派の目から見れば、ワルラ

スのモデル化の主な欠陥は、経済システムの中で活動する経済主体の行動によって促され

た生産プロセスが進むにしたがって、同時ではなく、その過程で連続して発生する数値（変

数やパラメーター）が連立方程式システムを通してそのモデルの中で相互に作用を及ぼし

合うことにある。要するに、ワルラスの一般均衡モデルとは、一種の完全な静態モデルで

あり、時間的観点から異種混合の数値が相互作用を引き起こし、時間の経過を考慮せず、
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様々な変数やパラメーターが互いに同時に作用し合う、現実的日常では決してありえない

状態を想定している。 

 

 当然ながら、時間的空間を考慮せず、また、市場プロセスの連続発生の分析が著しく欠

けた経済概念を用いて現実経済プロセスを説明することは無理である。ところが、クラー

クによって提唱されたこのような理論が今日まで私たちの経済学全体に定着し、学生たち

が使う教科書の大半に含まれていることは驚くほかない。実際、それら教科書では初めに

「所得の循環フロー」と呼ばれるモデルの解説があり、生産と消費、及び、様々な経済主

体間の交換（家庭、企業等の経財）における相互依存が記載されており、経済現象の動き

に対する時間の役割は全く不明である。つまり、根拠なき誤った「単純化」された考え全

てが同時に起こるものと想定するそのモデルは、現実経済に現れる数々の問題解決を阻害

し、私たちの経済学研究分析、解明に対してほとんど取り除けない障害物となってしまっ

た。 

 

 ベーム＝バヴェルクはクラークとその支持者たちの客観主義思想に対し即座に対応した。

バヴェルクはクラークの資本の概念を神話的だと形容し、全ての生産プロセスは神秘的な

均質の資金が集まって進むものではなく、時間を経た経済プロセスの中で企業家によって、

常にあらかじめ与えられたり、生産されたり、選ばれたり、組み合わさったりした個々の

資本財の集合の結果なのだと反論した。さらに、バヴェルクは、クラークにとって資本と

は、「バリューゼリー」、すなわち架空概念であり、もしこれが普及すれば、経済理論の

将来発展に大きな悪影響を及ぼすだろうと警告した。実際、バヴェルクの鋭い洞察力は、

クラークの静態的概念が社会の大勢を占め、再び不可避的に過少消費説が復活し、ケイン

ズやその学派が登場する時代になってようやく証明された（ベーム＝バヴェルク、1895：

113-131）。 

 

 また、ベーム＝バヴェルクは、資本限界生産性に対する利子を基にしたクラークのよう

な理論は間違いだと訴えた。実際、資本の限界生産性によって利子が定まると主張する理

論家たちがどうしても説明できないことの一つとして、市場における資本財の現在価格を

企業間競争がなぜ、完成品の価格に近付けようとしないのか、そうすれば生産プロセス期

間中にコストと生産の値の差は全くなくなるはずではないかとバヴェルクは指摘する。確

かに、バヴェルクが言うとおりに、生産性に基づく理論は価値の客観的概念の残りもので

しかなく、それに従えば、価値は様々な財やサービスの生産プロセスの過程で生じた歴史

的コストによって定まってくるはずである。しかし、少なくともルイス・サラビア・デラ・

カイエの時代から理解されるように、コストは価格によって決まるもので、その逆はあり

えない。つまり、経済主体が、生産した消費財によって得られるその価値はコスト以上だ

と想定するからコストに反映するのである。これは、それぞれの資本財の限界生産性に関

しても当てはまり、最終的には消費財・サービスの将来的値によって決まる、その価値が

生産を促し、そして、割引プロセスを通して、その資本財の市場における現在値が定まる

（故に、生産コストとは関係ない）。 

 

 従って利子とは、その存在及び発生源は資本財に依存するものではなく、繰り返すよう

に、人間の時間選好の主観的評価に起因する。クラーク・ナイト派の学者たちがなぜ、利

子は資本限界生産性によって決まるという間違いに陥ってしまったのか。それは、単に次
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のような状況を考慮すれば利子と資本限界生産性が等しくなることが容易に理解できよ

う；その一、変化が生じない完全に均衡した環境、その二、資金の減価償却に対して企業

家は特定の決断を下す必要がなく、資金は自動的に再生されるという神秘な資本の概念、

その三、生産は瞬時的「プロセス」で、時間経過はないという概念。以上現実にほど遠い

これら不合理な状況下では、資本財所得は常に利子率に等しい。よって、資本の瞬時、い

わゆる同時概念にすっかり嵌った学者たちは、非現実的にしか起こりえない所得と利子の

数学的均衡に騙され、その後、オーストリア派が示した理論の全く逆の、利子率を定める

のは生産性であるという許容し難い概念に飛び込んだわけである。オーストリア派は、限

界生産性の大小（すなわち、還元される将来フローの値）はそれぞれの資本財の市場価格

だけを定め、それは、予測される還元フローの割引された（利子率によって）現在値と等

しくなっていくと考える。そして、利子率（時間選好によって定まった）の増加（または

減少）は、その還元される将来フローの割引プロセスを通して（利子率を用いて）、利子

率（及び減価償却率）と同じレベルになるまで、それぞれの資本財の現在値（市場価格）

の減少（または増加）を招くだろうと考えられる（資本財生産の歴史的コストがいかなる

値でも関係なく）（ベーム＝バヴェルク、1986：132-213；ミーゼス、1995：624））。 

 

 要するに、ベーム＝バヴェルクは、歴史主義者たちの超現実主義に対して、クラークと

その弟子たちによる資本の静態概念化という似非現実主義、言い換えれば、その全くの現

実不足を批判している。全ての生産プロセスには時間があり、その目的に達する前に、資

本財が非常に異種混合した可変化する様々な段階を経る必要があり、それは決して独自に、

自動的には生産されず、特定の企業的行為と一連の決断の結果として生産されていくが、

もしそうされなければ、既存の資本財の消費及び消滅につながってしまうだろう。  

 

 さらに、前述したように、ベーム＝バヴェルクの概念から見れば、資本財価格はその歴

史的生産コストによって定まるのではなく、その将来的な生産性の価値の利子率からの割

引予測によって決まるものであるから、生産性こそが常に利子率（時間選好によって定ま

る）に従うもので、その逆はありえない。 

 

 新古典派経済学者たちは、均衡した利子率は資本の需要と供給によって同時に定まると

考える。なぜなら、供給は時間選好に対する主観的概念によって決まり、需要は資本の限

界生産性次第で企業家が定める（つまり、客観的概念が支配する）からだと主張する。こ

のような考え方は、市場価格の決定について説明する際のマーシャルの理論と並行するが、

これに対し、ベーム＝バヴェルク及びオーストリア経済学派は、偶に、それ以上の価値、

いわゆる将来財の価値（生産プロセスが完了したときだけ手にできる）の所有を企業家に

譲る代わりに給与及び、所得という現在材の最終需要者になる労働者と生産要素所有者の

単なる仲介人のような働きに過ぎない企業家が資金を求める事実を強調し、批判する。 

 

 従って、オーストリア経済学派が主張する、資本財の供給と需要の両面は時間選好の主

観的概念によって定まるという、この概念は、利子率決定の分野において、古典主義経済

学のリカード主義及び客観主義的な古い思想である、価格決定プロセスの少なくとも一面

を維持しようとしたマーシャルを批判したベーム＝バヴェルクに並行する思想なのである。 
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4.8. ヴィーザーと機会コストの主観的概念 
 

 もう一人、オーストリア学派の経済学者でよく話題になる人物は、ベーム=バヴェルクの

義理の兄弟で、プラガ、ウィーンで教授を務めたフリードリヒ・フォン・ヴィーザーであ

る。メンガーが初めて用いた「限界効用」や「境界」、 grenznutzen（grenz、「境界」ｎ

utzen、「効用」）の用語と同じように、行為者が目的に対して行為に際し手放す主観的価

値と理解するメンガーのコスト主観概念の発展は特に、ヴィーザーの際立つ業績とされて

きたが、近年の研究によると、むしろ、ヴィーザーはオーストリア学派理論よりもローザ

ンヌ学派の影響を強く受けた経済学者であるという事実が示されている。実際、ミーゼス

は、「ヴィーザーは創造力ある思想家ではなく、全体的に、良いことよりもむしろ、悪い

影響をもたらした。彼はオーストリア学派の主観的概念の根幹を理解していなかったため

に、数々の過ちを犯してしまった。例えば、彼の帰属理論は全く救いようがない。その価

値計算はオーストリア学派の一員というより、ローザンヌ学派、言い換えれば、ワルラス

学派や経済均衡概念を唱える流派の経済学者と称されるべきである。」と論評している（ミ

ーゼス、1978：38）。 

 

 

4.9. 均衡モデルと実証形式主義の勝利 
 

 均衡モデルは 1930年代まで、実際の市場プロセスに関して理論化を促進させるというよ

りも、むしろ思考補助ツールとして経済学者たちによってずっと使われてきた。しかし 1930

年代に入って、均衡モデルは単なる補助ツールとしては使われなくなり、徐々に、経済学

者たちの大半にとって、重要な興味深い研究対象そのものになっていった。この時代、新

古典経済学派では、均衡モデルが研究の中心課題となり、一般的に市場の動態プロセス分

析は置き去りになってしまい、オーストリア経済学派はその研究活動において次第に孤立

してゆくが、彼ら自身、経済学を巡るその風潮の変化に気づかないことが多かった。こう

した状況からヒックスは、オーストリア学派は経済学の流行の中心から外れた特殊な学派

ではなく、一昔前では彼らこそが経済学の流れの中心であり、他の者たち（均衡理論を発

展させた初期の新古典派）の方こそがその大勢から外れていたのだと断言している（ヒッ

クス、1973：12）。 

 

 当時、均衡を補助ツールと捉える考えと研究の中心課題と捉える考えの対立が何年も潜

在し続けたことは確かである。1906年、パレートが、「連立方程式による解答は実際的に

均衡の分析能力外にあり、このような場合、ルールを変える必要に迫られる。それは、数

学が政治経済学を補佐し続けられないからではなく、逆に、政治経済学が数学を補佐しに

かかるからである。言い換えれば、現実にあらゆる方程式が知られていたとしても、唯一

の解決方法は、市場が既に示した現実の解答を観察することなのだ。」と書き表している

事実がその証拠である（パレート、1906：表題 217）。また、同じ作品の中（パレート、

1906：表題 57）で既にエッジワースによって導入された無差別曲線の概念について言及し

ており、最後にパレートは、経済の均衡が決まるには、実際の市場プロセス及び「人間さ

えも、無差別曲線の図が示すその好みの痕跡画像さえ残せば消えてしまうだろう」と指摘

している。 
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 このような現実主義と均衡モデルの対立（いわば矛盾）は、パレートの全作品を見れば

さらに明らかになってくる。いうまでもなく、一般均衡論者であったパレートは、イタリ

ア国家財政規律における社会学全体に影響を与えた、優秀な社会学者でもあった。 

 

 経済思想のこのような変遷には、また、シュリック、マッハ及び、その他、経済学も含

めた科学全てに定数関数関係と実験室実験を用いた物理手法の適応を求める「ウィーン学

団」と呼ばれる実証主義者たちに影響された、汎物理主義論や方法的一元論の勝利も大い

に関与した。 

 

 物理学者ポアンソの論文を読んだ後ワルラスが明確な支持を表明したこの方法論の目的

は、シュンペーターによっても 1908年、著書「理論経済の性質と本質」の中で無条件に受

け入れられた（シュンペーター、1908）。 

 

 オーストリア学派の思想を擁護し続けていたヴィーザーは、少なくとも方法論において、

シュンペーターの汎物理主義を激しく非難する論評を書いている（ヴィーザー、1911）。

ヴィーザーは具体的に、物理学や力学という他科学を経済学に適応し（このような癖をハ

イエクがのちに「科学主義」と称した）、方法論的概念道具主義（後にミルトン・フリー

ドマン、及びシカゴ学派の実証主義者たちが用いた）に陥ったとしてシュンペーターを批

判した。特に、このような癖が際立ったのがレオン・ワルラスであった。彼は、物理学者

のルイス・ポアンソの論文を一気に読み終えた後、対立する力の作用によって相互に繋が

り、均衡する物理的システムの様々な部分についての解説にまんまと引っかかってしまっ

た。ワルラスはポワンソの著書を数日間で読み、自身の研究プログラムのモデルとする決

心をしたと語っている。それ以来彼の目標は、物理、力学の分野でポワンソが行ったこと

と同じように経済学で実践することであった（ミロースキー、1991）。 

 

 市場の現実的な動態プロセスに関する理論構築に専念し、均衡は決して現れないという

オーストリア学派からすれば、このような研究は極端に偏った過ちと見えても不思議では

ない。ヴィーザーはさらに、汎物理主義者は、経済理論法則は関数ではなく、必ず因果関

係であるということを知らず、内観と関数関係による現象を理解し、既に示したように、

それらは同時的なものであり、現象に時間という空間や企業的創造性を与えず、時間的視

点から全て異種混合に作用し合うという彼らを批判している。 

 

 しかし、オーストリア学派が、均衡論の新古典学派との手法論の大きな隔たりを完全に

認識するにはミーゼスとハイエクの理論まで待たなければならなかった。そして新たに、

社会主義の不可能性、及びハイエク・ケインズ論争といった、オーストリア学派を巻き込

む重要な二つの論争が始まる。次章では、ミーゼスとハイエクの主な業績を学ぶとともに、

オーストリア学派の理論発展に影響を与えたその二つの論争の重要性について詳しく触れ

たいと思う。 
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